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1会 計の目的と会計の体系
会計 の重要な機 能のひ とつに経 営意思 決定の ために役立つ会計 資料 を提供 す るとい う情 報機能 が
存在 す ることについては一般 に知 られてい る。 しか し,ま た,現 行 の会計 がその機能 を充分 には た
していない ことについて もしば しば指摘 されて いるところで あ る。近年,こ の会 計機能 を重視 した
会計 を創 造 しよ うとす る試 みがな されは じめてい る。E.0.エ ドワー ズとP.W.ベ ル もそ う した新
らしい試 みをな そ うとす る人々 であ る。
エ ドワー ズ ・ベル は会計 の役 立につ いて 「……経営意思決定 を評価 す る手段 と して役 立て られ,
それ によ6て,ω 生 産過程 にお ける当期 の 事象 を統制 し,(2)将来 におけ る意 思決 定 をよ りよい も
のにし,{・〉将来にけおる意思決定方法そのものを改善することに貢献弗 ことで滅 」とのべて
いる。彼 らは,こ の よ うに会計 におけ る経 営意思決定 の評価 とい う機能 を強調 し,そ して,経 営意:
思決定 とい う会 計機 能 を会計 の主 目的 に置いた新 らしい会 計理論 を規範論的 に展 開 しよ うとす る。
エ ドワー ズ ・ベルは経営意思決定 につ いてつ ぎのよ うにのべてい る。 「利益 に関す る意 思決定は
その企 業が最大の利 益(少 な くと も相 当額 の利 益)を 生 むよ うな行動 コー スを選 択す ることに向 け
られ る。 それゆ え,企 業の 目的 としての利 益(経 済的利 益)は 将来 の ものであ り,予 測 にかか るこ
ゆ
とにな る。」 このばあい,「経営者 は,将 来 の利 益 を目指 した企業 の行動 コー スについての意 思決定
に当 って,将 来 にわた る事象 について期待値 を決 定す る。……すなわ ち,生 産 ・販売 され る財,保
有す る資産 と負債,お よび,生 産 に用 い られ る諸 要素な どについての数量,価 格お よび原価(と そ
の変動)に つ いて期待値 を決 定す る。 そ して,こ の期待値 は操業 計画 をたて るに 当 って,詳 細 に分
析され,予 算とか,販 観 樹 とか源 準(期待)原価といった形で示されることになぬ さら
に・「評価 の手段 と して,あ る期の実際値 と期待値 と を比較す ることがで きるな らば,… …新 た な
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期待値(標 準値)を 作 り直 し,操 業計画 その もの を改善 す ることに役 立つであ ろ う。」 すなわち・
経営者は企業の利 益が最大 にな るように計 画 をたて,そ の期待値 を決定す る。 そ して・ この期待値
と実際値 とを比較 し,新 たな期待値(標 準値)を 作 り直 し,操 業 計画 その もの を改善 しよ うとする。





統的な方法 を採用 しよ うとす る。 そ して,こ の差 異分析 に よって,統 制 可能な もの と統制不能 な も
のとを細 し・
、欄 可能なものにつ・'ては実綿 を期徽 に近づけることができるように・欄 不
能な もの については操業計画 その ものを修正 できるよ うなシ ステムにな っていな ければな らな いで
あろ う。 そのためには,会 計 資料 は事前 の期待値 と実際 の事象 とが,つ まり,期 待 した利益 と実際
に獲 得 した利益 とが比較 できる状態 にな っていなければな らないであろ う。 しか し,現 行 の会計は
期待 値 と実際値 との比較分析 が行 ない うるよ うな システムにはな って いな・い。 この理 由 として・彼
らは現行の会計 が下記の ような コンベ ンシ ョンに基 づいて行 なわれてい るか らである とする。 その
くの
コ・ンバ.ンシ ョンを要約す る'と次の とお りであ るb
(1>貨幣 コ ンペ.ンシ ョン一一 ・貨幣 を用 いて計測 す るとい うコ ンベ ンシ ョンで あ る。,これは,貨 幣
額 による計測 で.あって,貨 幣価値:の変動 について調整 す ることは会 計 の機能 であ るとは考 えな
い。ゼ貨幣価値の変動についての調整 は行 なわない。
(2)実現 コンベ ンシ ョンー 販売 によ ってのみ利益 を認識 す るとい うコ ンベ ンシ ョンであ る。生
塵 あ るいは保 有資産 の価格 の上昇 によって利益 が生 ず るばあい,こ の利 益 を計測 しよ うとは し
な い。資産 を歴史的原価 によ っ,て報告 す るとい うことは この コ ンベ ンシ ョンの徹底 した適用 で
あ る。市場 価値での記録 は販 売に先立 って利益 を認識 す る・ことにな るので,市 場価値 による記
録 は行 なわな い。
〈3)会計 期間 コンベ ン.ションー 減価償 却 とか貸倒 見積 とい っ'た用 語 を用 いるこ、とによ って根拠
の.ない見積 りを示そ うとす る。
エ.ドワー ズ ・ベルは,上 記 の コンベ ンシ ョンの うち,・特 に(1)と ② について不満 を表明 し,こ
れ らの コ ン.ペンシ ョンが会計 につ ぎのよ うな限界 を もた らしてい ると指摘 す る。(1).現行の会 計に
おいては,保有利得 はそれが生 ず るつ ど,すなわち,個 々の資産 の価 格 が変動 す るつ ど記録 され るこ
とはない。 それゆえ,保 有利 得 はその資産 が販売 され る まで 認識 されず,'前の期 に生 じた保 有利得
は販 売 した期 の利益 どして 認識 されて い る。.⑭ 価格が変動 し・た資産 に も.とつ く保有利 得は使用活
動か ら生 じた ものではな く保有活動か ら生 じた ものであるに もか かわ らず,操 業利 益の内に含 め ら
れてい る。1⑧ 一般物価水準 の変動が無視 されて い:るゆ えに,報 告 された利益 には実 質的利益 と貨
ゆ
幣価値変動による架空的利益とが混在することになる。そのために現行の会計における資料は理想
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に　
的な会計 資料 か らはか けはなれた もの とな って いる。 これは現行 の会計 が取 得原価主義 を採 用 し,
実現 主義 を採用 してい るこ とに原 因す るのであ る。
この よ うに,彼 らは,個 別価 格 の変動 と一般 物価水準 の変動 の調整 とを会 計資料 の内 にど り入れ
るべきであ るとす る。 しか し,彼 らが展 開す る理論 においては,そ の両者 をひ と しくと り虜 げ よ う
とい うのではない。経営意 思決 定 め評価 のた めに個別価格 の変動 とい うことを中心 に とりあげよ う
　ゆ
と・い うのであ る。 この点 について,彼 らは 次の よ うにのべて いる。「特定 の期間 におけ る価格事象
は,ム 般物価水 準の 変動 に よる もの と個 々の価格 の変動 に よる もの とに分け ることが できる。 だが,
現行 の会 計 に存在 する限界 につ いて,こ れ までな されて きた詳 細な研究は一般物価水準 の変動 を会
計に と り入 れて いな い とい うことか ら生 ずる限界 を論 じた もの が大 多数 であ った。 しか し,会 計資
料に存 在す る限界 の うち,特 に大 きな ものは個別価 格の変動 を考慮 に入 れていない ことか ら生 じた
ものの方 であ る。… …実際 に,個 別 的な価 格 の変動 を無視 す ることによ って生 ずる会計上 の誤差 に
ついて総 合的 ・統計的 な研究 を行 な うことは きわ めて重要な こ とで ある。 ・…・個 々の価格 の変動 を
無視 す るな らば∫ た とえ物 価水準 が安定 してい る時 で さえ も,望 ましい会計 資料 とは言 いがたい会
ロの
計資料 を提供す る ことにな るであ ろ う』」 す なわち,エ ドワー ズ ・ベルは,現 行 の会計 資料 に見 ら
れ る限界 について の研 究は,従 来,物 価水準 の変動 によ って生 ず る欠陥 について論 じられ て き た
一…一 特 に,そ れは インフ レー シ ョンの時期 に盛 んに論 じられて いた一一が,個 別価格 の変動 に こそ
もっと目を向け るべきで あろ う,と い うのであ る。'
エ ドワー ズ ・ベルは,す でに見た よ うに,会 計資料 は経営意 思決定 の評価 のために役立 て られ る
べきであ る,と 主張 してい る。 そ して,彼 らは,こ の 目的 を充分 には たすた めには 「会計 に組 み入
ゆ
れ られ るべ き ものは個別 価格の変動 であ る。」 と主 張す る。 なぜな らば,T経営者が行な う経 営意思
決定 は,(1)ある時 点 にお いて どれだ けの価値 の資産 を保有 す るか,② これ らの資産 を どの よ うな
ゆの
形態 で保有 す るか,⑧ 保:有資産 の資金 を どの よ うに調達 す るか,の 三つか らな ってい る。」「……
この 日的 をはたすた めには,経 営者 はξ・・…個 々の価格の変動 についての期待値 を知 ることが必要で
ある。物価水 準変動 につ いての期待値 は個 々の価 格変動につ いての経営者 の期待値 に影響 を与え る
か もしれな いが,ど の よ うに資源 を配分す るかにつ いての意思決定 を行 な うのは個 々の価格 の変動
につ いての期待値 で あ る。 ……各 資源 の配分 は一般物価水 準 の変動 によ って影響 を受 け るものでは
　
ない。」すなわ ち,彼 らは,経 営意 思決定 の評価 のためには,一 般物価水準 の変動 を調整す るだけ
では不充分 であ る,と 考 えてい るの であ る。彼 らの求 める意 思決定 の評価は期待値 と実際値 との差
異分析 によ って行 なわれ る ものであ るので,特 に,個 別価格 の変動 とい うこととが重視 され るので
あろ う。 さらに,あ とで見 るよ うに,彼 らは意思 決定の評価 に当 っては操業活動 と保有活動 とに分
離 して検討 してお り,そ の ために も個 別価格 の変動 とい うことが重視 され るのであ ろ う。
また,彼 らは,現 行 の会 計 に内在す る限界 と しで,一 般物価 水準の変動分 の調整 を行 なわない点
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をあげていなが ら,そ れ でいて この点 につ いて多 くの主 張が見 られな いのには別 の理 由があ るよう
に思 われ る。 彼 らは,一 般物価水準の変動分 を調整 す る会 計 を,し ば しば言 われてい るよ うに,歴
史的原価会計 か ら離脱 す る ものではな い,と 見てお り,「一般物 価水 準 の変動 を調整 す る会計 にお
ロ　
け る原則は歴 史的 原価会計 の原則 と異 な らな い」 と考 えてい る。彼 らは意 思決定 の評価 のために現
行 の会計体系 に まった くこだわ らない新 ら しい会計体系 を創 り出 したい と願 っているためであろ う。
　
その体 系は 「……個 々の価格 変動 が生 ず るつ ど記録 し,相 互 に関連 づけ る ことのできる……」会 計
体 系であ り,そ こにおけ る原理は もちろんの こ と,会 計 の枠組 ・会計 の原則 を も現行 の もの とは異
な った もの としたい と考 え るか らであろ う。
皿 利 益 概 念
す でに見た よ うに,エ ドワー ズ ・ベルは,会 計 の主 目的 は経 営意 思決定 の評価 とい う経営 の内部
目的 に役 立 つ ことであ る,と 見てい る。彼 らによれば,「利 益は,標 準以上 の意思決定能 力に対す
　
・る報酬 であ ると考 え られ る。」 ので,経 営意思決定 の良 し悪 しは利 益の多寡 によ って示 され るとい






概 念 と異 な っていて さ しつかえない で あろ う・。 それは利益概 念 につ いて もいい うるのであ って,仮
に,現 行 の分配可能利 益算 定 とい う主 目的 とは別 に新 らし く意思決 定の評価 とい う会計 目的 を設定
しよ うとす るな らば,利 益概念 もまた この新 らしい会計 目的 に役 立つ よ うな ものが選 ばれな ければ
な らな いであろ う。 この点についてエ ドワー ズ ・ベルは次 のよ うにのべて いる。 「会計 の 目的 が企
業 内部 におけ る意思 決定 プ ロセスに役 立つ こと,特 に,利 益 の追 求 に役 立つ ことである とすれ ば,
……過去の意思決定 が正 しか ったか,誤 りであ ったか を真 にかつ現実的 に計 測 し,そ う:して新 たな
　
意思 決定 の形成 に役 立っ よ うな利益概 念が求め られな ければな らない。」 すなわ ち,期 待値 と実際
値 との差 異分析 を通 して経 営意思決定 が行 な えるよ うに利 益概念 が求め られな ければな らない であ
ろ う。
そ こで,彼 らは,自 か らが求め る利 益概 念 の探 究に当 って,ま ず,『あ る人の所得 とは,そ の人
がその週 の問に消 費す る ことができて,し か もなお,週 末 におい て週初 と同 じ裕福 さにあ ると期待
され るものであ る』 とす る 工R.ヒ ックスの経 済学的所得概念 か ら検討 をは じめ る。 そ して,こ の
経 済学的所得概念 を個 人の問題 か ら会 計 の問題へ移 して次の よ うに考 えて い る。 「この概念 が個人
の問題か ら企業 の会計 の問題 に移 され ると,『考 える』・人 と 『裕福 さ』 ない し福 祉 を計測す る方法
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とが導入 されなければな らない。 そのばあ いのr考 え る人』 は明 らかに経営者 …… でなければな ら
⑳
な い。 そ こで,企 業 が,経 営者の 目かちみ て,ど れだけ裕福 であ るか を示 す もの を企業 資産 の主観
価値 と呼ぶ とす れば,利 益 とは 「あ る期 にお いて,主 観価値 を減少 させ ることな しに配 当 と して支
伽
払 うことがで きる額 である。」 とい うこ とにな るであろ う。 しか し,こ の よ うな期首 の価値 と期末
の価値 との比較 によ って求 め られ る利益 の概念 は,利 益 を純財産 の増加,と み る現 行の会計 におけ
る利 益概念 とさほ ど異な らな い ものであ る。彼 らは このよ'うな利益概念 を次の よ うな理 由か ら採用
しない6「仮 に,会 計 の 目的 が;経 営者 が期末 に期首 と比べて企 業がいかに裕福 にな ったか を感 ず
るか を歴史的 計測方法 に よ って計測す る ことにあ るな らば,こ の利益概念 で問題 はな い。 しか し,
仮に,会 計 が過去の期待値 と実際値 との差 異 を明 らか にす ることによ って,意 思決 定 を行な ううえ
で経 営者 に役 立つ ものであ る とす れば,事 後 の主観利益(お よび,そ れ と比較 され るもの との差 異)
が
を計測 した として も無意味 で ある。」 すなわ ち,会 計 の 目的が,単 に,純 財産 が どれだけ増加 した
か を原価主義 お よび実現 主義 を用 いて計算 しよ うとす るの であれば,そ の ときの会計 におけ る利 益
・概念 は上記 の ものであ って さ しつか えな いか も しれない。 しか し,会 計 の 目的 が期 待値 と実際値 と
の差 異分析 を通 して意思決 定の評価 に役 立 つ ことであ るとす れば,⊥ 記 の利 益概念 は不 充分 な もの
であ り,彼 らと しては採用 しえない,ど い うのであ る。
そ こで,彼 らは主観的利益概 念 を放 棄 し,客 観的利 益概 念 を求 めよ うとす る。 ここで,彼 らは客
観的 であ るとの要件 を市場価 値に求めて,「 客観的利 益 とは,企 業が資産 の市場価値 を減少 させ る
　
ことな しに期 の終 りに支払 うことを計 画 し うる配 当の大 きさであ ると規 定 され る。」 とす る。 この
企業 資産 の市場価値:の合計 を減少 させ ることな く支払 うことので きる配 当で ある利益 を彼 らは 『実
⑳
現可能利益』 と呼 んでいる。 そ して,彼 らは この利 益 が経営意 思決 定 の判断のた めに役立 つ利益概
念 とな りうる か ど うか を検:訂す る。
　
彼 らは,「……企業業計 画 を理解 す るた めには,期 待 市場 価値 につ いて知 るこ とが必要 であ る。」
とす る。 すなわち,「利益 の最大化 を計 ろ うとす るな らば,… …市場 価値 に よ って示 され た将来 の
利 益 を,よ り大 き くす る可能性 を増 やす ことであ る。他 方,利 益最大化 が達成 されたか どうかは市
場価値 に よって証明 され るであろ う。 ・…・それゆえ,企 業の経 営意思決定 のよ しあ しを評価す る合








それ との差額 は ウイ ン ドブオール(予 定外 の損益)で あ る。」 すなわ ち,実 際 の実現可能利益 が算 定
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されφ分析一され るな らば,そ れは計 画 の中に具体化 されていた期待値 と詳 細 に比較 す ることがで き
るであ ろ う。 それによ って明 らか にされた差異 はは じめの計 画におけ る期待値:に誤 りがあ った こと
　
を示 す ことにな るであろ う。た だ,こ のよ うに差異分析 を行 な うばあい には,「企業 の実際 の利益 が,
経 営能 力の結果 による ものであ るか,運(1uck)による もので あるか を判定 す るために,実 際 の利
ゆ
益 を期 待 した部分 と期待 しなか った部分 とに分 け てお くことが必 要であろ う。」
さ らに,彼 らは,実 際 の事象 と期待事象 との差異 を分析 す るとい うことは経 営者 自体 を評価 す る
ために も役 立つ と考 えてい る。 この点について,彼 らは次の・よ うにのべて いる。rある企業 の操業
利益 と他 の企 業の それ とを比較 す ることに よ って,そ の企業 の実際利益 が平均 以上 か以下か とい う
　
ことが明 らか にな るであろ う。」 以上 のよ うに見て くる匂 事後 の実現可能利 益 を計 測す ることに
'よって明か にな る期待値 との差異分析 は,ひ とつの条件 であ るr客 観的』 どい う条件 を満 た し,か
　
つ もうひ とつ条件 で あ る経営意思決 定の よ しあ しの評価 どい うことに役 立つ とことにな る,と い う
のであろ う。
乏 こちで,彼 らは,「 これ までのべて きた実現 可能利 益は ……短期的 な観 点 に立 つばあいに 理想
　





変形 し,「長期的観点 に立 つばあいに,実 現 可能利 益 よ りも意味 のある」 経 営利益概念 を展 開 しよ
うとす る。
エ ドワー ズ ・ベルは意思決定のた めに経営活動 を操業活動 と保 有活動 どに区別 して検討 すべ きで
ある と考 えてい る。 そ こで,経 営利益 を操業活動 か ら生 じる操 業利 益 と保有活動 によ って生 ず る保
が
有利得 とに分 けて論 じよ うとす る。 この点 につ いて,彼 らは次 の ようにのべてい る。 「これか ら二
種類 の利益 は,互 に異 な った意 思決定 の結果 であ る……。企業 は生 産過程 のあ らゆ る段階 を通 して,
ゼ れだ けの量 の資産 を保 有 し,ど れだ けの:量の資産 を生産過程 に投入 す るかの意 思 決 定 を 行 な う
'…∴。保有活動 すなわ ち資産価格 が上昇 するあいだ資産 を保有 す ることによ って利 益'を獲得 す る機
会 は ……操業活動 すなわ ち資産 の用役 お よび他 の インプ ッ トを用 いて生産 を行な い,'そして,製 品
な い しサー ビスを販 売す ることによ って利益 を獲 得す る機会 に代 るほ ど重要な機 会 ではな いか もし
れな い。 しか し,企 業が,一 方 め手段 に よって利 益 を獲 得 しよ うとす る動機 と他方の手段 によ る動
機 とは互 に異 な る し,ま た,利 益 の獲得方法 に関 す る事象 も互 に異な るので,二 つの タイプの意思
決定 を適切 に評価 しよ うとす るな らば,こ れ ら二種類 の利益 を注意深 く分 離す ることが必要 であろ'
う。 仮 に企業 の主 た る唯 一一の 目的 が操業活動のみ を通 して利益 を獲得 す ることであ ると.'して も,保
有活動 の効果 を分離 す ることは必要な ことである。'そう しなければ,保 有活 動の効 果 と操 業活動 の
効果 とが混 同 して しまい,そ の結 果,企 業の生産活動 に関す る意思決定 について適 切な評価 を行な
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うことが できな くな'って'しま う'であろ う。」
エ ドワー ズ ・ベルのい う保有利益 は,あ とで見 るよ うに,保 有 資産の カ レン・ト原価 の増加 を意味
す る。 そ して,こ のばあいのカ レン ト原'価は イ ンプ ッ トのカ レン ト原価 であ る。 それゆ え,彼 らの
い う保有利 益は次 めよ うに算定 され ることにな る6「期首 の各 諸費 を,.その時 の状態 にす る までに
企業 が使用 したすべての インプ ッ トのカ レン ト原価 を合計 した額 によ って評価 す る。 そ して,.期末
の各資産 について も,同 じよ うに,そ の時 に一般 に成立 して いるカ レン ト原価 を用 いて評価 す る。
生産 に用 い られていない資産 について,'期末 のカ レン ト原価 が期首の カ レン ト原 価 を超 過 す る分
ゆ
・…∴」 が保 有利益 と して算定 され ることたな る。 この保有利益 は 「……期首 と期末の購入価値 の差
ゆ
額で あ って,… …販売価値 の差額 ℃はない 。」 保有利益 は 「イ ンプ ッ トを使用す るよ りも前 に取 得
ゆ
した こ とに よ って原 価 を節 約 した … …」・と い う意 味 で,原 価 節 約(costSaving)であ る6そ の意
ゆ
味で 「原価 節約 は……保有活動 に帰せ しめ られ る……」 ものであ'り,実現可能 資本利 得ではないめ
であ る。「他方,当 期 め操業利益 は,… …製 品売上に よる当期 の収益 が,.'その製品 を生産 す るため
に使用 した生産 要素めカ レン ト原価 を補償 す るにた るか否 か を示す ものである。・……あ る特定 の期
ゆ
に こうい う利益 が存在 す るとい うことは,企 業が長期的 に営 な まれ ることを示す もめ である。」 た
とえば,あ る資産 の期首 の購入価格(カ レン ト原価)が100で あ り1,期末 めそれが'120に上昇 して
いた とす る』 その後1,この資産 を使 用 した生産物 が150で売 れた とする と,120-100=20が原
価節約 とな り∴150'一'120=30が操業利益 とな る。'この原価 節約は使用前 に インプ ヅ トを取 得 し
ておいた こ とに基 因す る利益 であ り,保 有活動 の評価 に役 立つ利 益概 念 であるざ また,操 業利益は
生産諸要素 のカ レン ト原価 を補償 す ることを示す利益 であ り,現 在 め条件 の もとで営 な まれ る現在
の生産 過程 を継 続すべ きか否か を判断 す るために役立つ利 益概 念 とな る。
m利 益 の 計 測 原 則
エ ドワーズ ・ベルは・すでに見た よ うに,長 期 の意思決定 目的のための利 益概念 として経営利益
を選 び,そ の経営利益 を操業利益 と保有利 得 とに分 けて検討 すべ きであ ると している。 彼 らは,操
業利益 と保有利得 との間 にどの よ うに線 引 きをす'るか とい うことはつ収益'・費 用,な い し,資 産 ・
負債 をどの よ うに評価 す るか にかか ってい るのだ と しジその評価 のためには 次の三つの ことを考 え
　
てみ ることが必要で あるとす る。
(1>どの ような形態 で評価 す るか一… 企 業 が資産 を取 得 した 「最初 の形 態」・〈インプ ッ ト).で評
.・価 す るか,「現在 の形態」 あるいは 「最終 の形態」(ア ウ}プ ヅ ト).で評価す るか
(2)どの時点の価格 で評価 す るかL一一「ある形態」 について,過 去の価格 で評価 するか,.現在 の
価格で評価す るか,将 来の価;格で評価 する か'
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(3)どの市場の価格で評価するか一 購入市場の価格(購入価格)で評価するか,あ るいは,販
ゆ
売市場 の価格(販 売価格)で 評価 す るか
これ らの評価方 法 を組 み合 わせ ると,18通りの評価方法 が生ず る ことにな る。 しか し,こ れ らの
評 価方 法 のなかにはは じめか ら不 適格 であ ることが明 らかな ものが多数 あ り,検 討 の対象 は6つ に
しぼ られ ることにな る。
た とえば,「最初 の形 態」(イ ンプ ッ ト)に つ いて,購 入価 格,販 売価格 をそれぞ れ過去,現 在,
将来 ご とに検 討 して みる と次 のよ うにな る。 ④ 過去 の購 入価格 は 「歴 史的原価」 であ り》『 これに
ついてはいちお う検討 の対象 とす る。 ◎ 過去 の販 売価 格は,仮 にその企 業が それ を売却 していた
とす れば,そ の インプ ッ トの対価 として得 られていたは ずの価格 であ り,こ れについ ては今 さ ら検
討 す る必要は ない。0現 在成立 して い る購入価格 はその インプ ッ5の 「カ レン ト原価」 であ り,・
これにつ いては検討 してみ る必要 が あ る。 ㊤ イ ンプ ッ トはすでにい ろいろの形 の資産 に変化 して
い るか ら,こ れに対 して現在 の販 売価格 を用 い ることは で きない。 す なわち,イ ンプ ッ トを販売価
格で評価 す ることは不適切 で あ る。 ㊥ イ ンプ ッ トにつ いて将来 に成立 す ると期待 され る購入価格
はあ りうべき取替 原価 であ り,検 討の対象 とな らない。 ㊦ イ ンプ ッ トについて将 来 の販売価格 を
用い るこ とは ㊥ のば あい と同 じ理 由で検討 の対象 と しない6こ の よ うに検討 して,エ ドワーズ ・
ベルは インプ ッ トにつ いては 「歴 史的原価」 と 「現在原価」 とが検討 の対 象 とな るとす る。 さらに,
彼 らは,「現在 の形態 」 の ものについて も,購 入 価格 販売価格 をそれ ぞれ過去,・現在,将 来 ごと
に検討 し,「プ レゼ ン ト原価」 と 「機 会原価」 とが検討 の対 象 とな ると し,さ らに,「将 来の形態」
　
の ものについて.も,同じように,「現 在売価」 と 「期待 売価」・とが検 討 されるべ きであ るとす る。
このよ うに して,エ ドワー ズ ・ベルは可能性 としてあ りうる18通 りの評価 方法 の うちか ら下記 の
　
6つ の もの を検討対象 とす る。
販売価格 を評価基準 とす るば あいに検討す る売価:
(1)期待 売価一 企業 の計画 どお りに販売 され るア ウ トプ ッ トについての,将 来受 け取 ると期待
され る価値
(2)カレン ト売価一 販 売 され る財 貨 あ るいは用役 につ いて,当 期 に実際 に実現 した価値
(3)機会原価一 仮 に資産(製 品,半 製品,原 材料 の いずれか)を 企 業外 に(そ れ 以上加工 せず'
に)そ の時得 られ る最高 の価格 で売却 した とすれば,現 在実現 す るであろ う価値
購入 価格 を評価基準 とす るば あいに検討す る売価:
(1)プレゼ ン ト原価 一 資産 を現在 購入す るための原価
(2)カレン ト原価 一 資産 を製 造す るために用 いた イ.ンプ ッFを 現 在購入 す るのに要す る原価
(3)歴史的原価一 資産 を製造 す るた めに企業 が実際 に使用 した インプ ッ トの購入 当時の原価
ここで,彼 らは,さ らに,資 産 評価 の基準 と して購 入価格基準 を採 用す るとすれば,上 記 の三つ
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の購入価格 の うちのいずれの価格 が適 当であ るか,ま た,販 売価格 基準 を採用 す るとすれば,上 記
の三つ の販売価格 の うちのいずれの価格 が適 当であ るかの検 討 を開始 す る。 この際,彼 らは,資 産
評価の基 準 と して購入価格基準 を採用 す るか販 売価格基準 を採用 す るか によ って認識 され る利益 に
異な りが見 られ るところが ら,い ずれかの基準を採用 すべきかについて利 益の認識基準 との関係 か
ら検討 すべ きであ るとして次 のよ うにのべてい る。 「購入価格基 準 を用 いる ことは,・資 産評価 を,
その資産 が販売 によ って企 業か ら出てゆ くまで,購 入価格で行な うことを意味 す る。 その結果,企
業の操業利益は蕨 が完了するまで認識されないと・う ことにな器覧」・すなわち,こ の評価碁戦
用いるとすれば利益の認灘 準は必然的に 「実現蟻 」,「販売基準」ど憾 亀 つぎに,彼 らは販売
価格基準 をとるばあいの収益 の認識基 準 を検討 する。彼 らがのべ るところを要約 す ると次の とお り
であ る。販 売価格基準 によれば,「最初 の形態」(イ ンプ ッ ト)か ら 「最終 の形 態」(アウ トプ ッ ト)
まで販売価格 で評価 が行なわれ ることにな る。 この ばあい,あ る生産段階 の資産 の販 売価格 がその
前 の生産段階 か らその資産に加 えられ た全 インプ ッ ト(原材 料,仕 掛品)の 販 売価格の合計 を超 え
た時 に操業利益 を認識す ることにな る。 このよ うな操 業利益 の認識の仕方は 「実現可能 主義」,「生
産基準」・「発生主義」に よる認識 の仕方であ る。 すなわち,こ のばあ いには操業利益 は 「最終 の形
態」(アウ げ 。Dの 販売か らは生 じな い,と 、・うことにな £
彼 らは,ま ずは じめに,販 売価格基準 による資産評価 の方法 か ら検 討 をは じめる。 こ こにおいて
はすでに見た よ うに,「実現可能主義」,「生産基 準」 ない し 「発生主義」 を採用 す る。 この こと.は,
全 資産 に販売価 格 を付す とい うことであ る。 したが って,販 売 した資産 だけ しか評 価 しえな いカ レ
ン ト売価は,利 益 を 「実現可能 主義」 によって認識す るばあい には,資 産評価 の基準 と して は採 用
しえな いことになる。 そ こで,.「実現可能主義」 を採用す るば あいには,,販売価格 としては,期 待
売価 と機 会原価 とが検討の対象 に残 ることにな る。 ここで,彼 らは期待売価 の検討 か らは じめて,
次 のよ うにの べてい る。 「期待 売価は,企 業 の計画 どお りに販売 され るアウ トプッ トにつ いての,
将来受け とると期待 され る価値 を意味 す る。現存 の資産 をこの期待売価 に よって評価す る ことはで
きる。 た とえば,製 品 は,期 待 され る販売価値か ら販売 まで に要 する と期待 され る販 売費用 を差 し
引 くことに よって評価す ることができる。 同 じような計算 方法 をとれば,生 産過程 にあ る資産 の価
値 も……同 じように求 め られ よ う。 …… しか し,こ うして得 られた正味 期待値 は将来 の ものであ る
か ら・規 程 の諦 黙 と して劇 入れ るためには,現 在価値 に割 り引 ・・てみなければな らな ・解.」
上記 の方法は明 らかに,主 観価値 を求め る方法 と同 じである。 そこで,エ ドワー ズ ・ベルは,客 観
的であ るとい う条件 と,市 場価値 に関する ものとい う条件 を満たす もの として機会 原価に よる評 価
基準 を採用 しよ うとす るげ すなわち,「実現可能 主義」 によ って利益 を認識 す るば あいには,機 会
原価が資産評価の簸 な基準として採用される,というのであ説
破 らは,機 会原価基準は,利 益 の算定に当 って'「実現可能 主義」 を用 い るばあいの資産評価基準
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であ る,とした。 そ して,こ の機 会原価基準 によるば あい を検討 して次のよ うにのべてい る。「機 会
原価基 準に よれ ば,期 首 に保有 す る資産(お よび負債)は その時の機 会原価 によ って評価 され る。
……期末 に記録 される価値 も機会 原価 で示 され る。 したが って,期 首 と期末 との比較 に よ って`…・・
　
実現可能 利益が求 め られ ることにな る。」 このばあい,'実現可能利 益の内 には虚産活動 に もとつ く






ついで;彼 らは,購 入価値基準 に言及 す る。購 入価格基 準に よって資産 評価 を行 な うとす れば,
現 行の会 計が そ うであるよ う・に,収 益 の調識 は実現主 義に よることにな る。 しか し,現 行会計 にお
け る実現主義は生産活動に よる利 益 ど保有活動 に よる利 益 とを充分 に区分 しえな い。 そ こで,彼 ら
は時 の流れ を強調 し,生 産活動 と保有 活動 とを充分 に区別 できるよ うにす るとの趣 旨か ら 「実 現主 ・
義 をカ レン ト価格 が実現 する までは評価 の基準 と して歴史的な諸時 点の価格 を用 い る」 とい うよ う
に手直 しして,利 益 を時間の面すなわ ち保有活動 の面か らもとらえ られ るよ うに しょ うとす る。 た
だ,彼 らは,こ こでただちに購入価値 の うちいずれが採用 され るべ きかの検討 には入 らない。 それ
は も う少 し待 たなければな らない。
彼 らは,利 益 を操業活動 か ら生 ずる利益 と保有活動 か ら生 ず る利 益 とに分けて いた。 また,資 産
の評価基準 お よび利益 の認識基 準を販売 価値基準 ・実 現可能 主義 と購入価値基準 ・実現主 義の二 つ
に分 けてい る。 ここで,彼 らの これ までの主張 に従 って,利 益 と利 益認識基準 とを組 み合わせてみ
ると次の よ うにな るであろ う。
㈹ 操業利 益 一一実現可能主義
@操 業利 益一 一実現主 義
の 保有利 得一 実現可能主義
㊥ 保有利 得 ・一 実現主義
先に見たよ うに,彼 らが経営利益 を操業利益 と保 有利得 とに区分 した趣 旨は それぞれの活動 につ
いての評価 のためであ った。 それゆ え,彼 らによれば,操 業利益 につ いては実現 主義 が,・保有利 得
ゆ
については実現 可能 主義 が適用 され る ことにな るであろ う。 そ して,実 現可能 主義 は資産 評価 に当
っで販 売価値基 準 を採用 す ることであ り,'販売価値基準 における販売価値 は機会 原価 であ った こと
か らすれば,保 有利 得については機会原価 を用 いるこ とになる。
また,彼 らは,操 業利益 については,上 述 した よ うに,実 現 主義 を採用 してい る。彼 らによれぽ,
実現利益算 定のば あいの資産 評価基 準は購入価値基準 であ った。 ここで,彼 らは,購i入価 値基準 を
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採用 す るばあいの購入価値 と して先 の三つ の うちのいずれが適 当であ るか を検討 す る。 しか し,そ
の検 討 の仕方 は購入価値 の うちのいずれが適 当であ るか を直接的 に問 うものではない。 売上原価 と
売上 とが対応関係 にあ るとみ られ るよ うに,購 入価値 には販売価値 が対応す る と考 え,購 入価 値 を
求め るに当 っては,購 入価値 に対応 す る販売価値の うちか ら適切 な ものを選 び,そ の選 んだ販 売価
値 に対応 す る購 入価値 を間接 的 た選び出 そ うとす るのであ る。 まず,販 売価値 の うちの期待 売価 に
つ いて検 討す る と,こ れは 主観 的であ り,販 売以前 に価 値の増加 を認識す る もの であ るので,こ の
価値 を採用 す る ことは実現生紙 に よることを前提 と した ことに矛盾 す る結果 とな ろ う。 つ ぎに機 会
原価は企業 が販 売 した資産 にだけ適用す るわけではな い。 それゆえ,機 会原価 を用 いることは実現
主義 を採用 す る とい う前提 と矛盾 して しまう。結局,操 業利益 の算 定に 当っての販 売価格 としては,
期待 売価 と機会原価 とは採用 されず,実 現主義 に もとづ いて利 益 を決 定するた めには評価 基準 と し
て カ レン ト売価 だけが残 り;'カレン ト売価 が販売 した財貨 に適用 され ることにな る。
このよ うに,収 益 を認識 す るた めの資産評価 の基準 を決定 する と,こ の収益 に対応 す る費用 を決
定す る基準 を求め ることにな る。 そこで,先 に見た三 つの購 入価格 について順 に検 討す るb歴 史的
原価 は取 得時 をす ぎて しま うと経 営意思決定 の評価のた めには役 立 たな くな って しま う。 また,歴
史的原価 とカ レン ト売価 を直:接的 に対応 させ たとすれば,算 定 した利益は操業活動 によ るもの と保
有 活動 に よる もの とに分 け る ことができな くな って.しまう。 このよ うに考 えて,彼 らは歴 史的原価
　
を購入価 値 と して採用す る ことは見送 ってい る。 次に,彼 らはカ レン ト原価 とプ レゼ ン ト原価 とを
検討 す る。 カ レン ト原価 は資産 を製 造す るため に用 いた イ ンプ ッ トを現在購入 す るのに要す る原価
　
であ り,プ レゼ ン ト原価は資産 を現在購入 す るための原価 で昂 る。 」・それゆ え,仮 に企業 が資産 を
製 造 した生産過程 を現在 も用 いてい るとすれば,プ レゼ ン ト原価 を用 い ることは生産 面に実 現主義
を採 用 しな い ことを意味 す る。 た とえば,評 価す る資産が仕 掛品 や製品 であるとすれば,そ れ を競
争企業 か ら購入 す るために必要な原価は その資産の カ レン ト原価 よ りも高いで あろ う。 それゆ え,
プ レゼ ン ト原価 で資産 評価 を行な うば あいには販 売に先立 ってあ る種 の操業利 益 を認識 す ることに
　
な って しま う。」 したが って,こ のばあいには,プ レゼ ン ト原価 を用 い ることは実現 主義 を採用 す る
'
とい うことと矛盾 するこ とにな る。`また,「仮 に,プ レゼ ン ト原価 がカ レン ト原価 よ りも 低 い とす
れば,… …カ レン ト原価 が プ レゼ ン ト原価 を超 過す る分 は経 営者 に対 して,(競 争企業 か ら購入 し
た方 が有利 なのだか ら)現 在用 いてい る生塵過程 を断念 せ.よとい うシグナル とな るであろ う。 ……
資産 が,現 在用 い られてい る生産過程 で製造 されてい るか ぎ り,カ レン}原 価 の方 が プ レゼ ン ト原
　
価 よ りも実際 の事 象 をよ く表 わ して いる ことにな る。」 このよ うに考 えて,彼 らは カ レン ト売価 に
対応 す る購入価値 としてカ レシ ト原価 を採用す るのであ る。 それゆ え,彼 らによれ ば,販 売 され る
以前 であ るので,「 期 首の貸借対 照表にお ける各 資産 は,そ れ らの資産 を現在 の状態 にす る までに
使用 されたすべ ての インプ ッ トのカ レン ト原価 を合計 した額 に よって評価 され,期 末 の資産 も同 じ
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よ うに評 価 され ることにな る。」 のであろ う。
か くして,経 営利益 の うち,当 期操業利益 については,カ レン ト売価 とカ レン ト原価 との対応,
および,実 現主義に よって求め られ るこ とにな る。 そ して,当 期実現可能保有利 得すな わち当期実
現可能 原価節約 については期 首 と期末の機会原価 に よって,お よび,実 現可能主義 によ って認識 す
ることにな る。 そ して,こ の よ うに して求 めた利益 と事前 の期待値 とを比較分析 し,操 業活動 と保
有活 動 とに分 けて意思決 定の評価 のた めに役立 て よ うとい うのである。
Wエ ドワーズ ・ベルの情報会計論の特徴
「エ ドワー ズ ・ベルは,会 計 とは,経 営意 思決定評価 のための手段 として役 立つ もので あ り,.・(1)
当期の生産過程 におけ る事象 を統制 し,(2)将来 にお ける意思決定 をよ りよい ものに し,(3)意思決
定方 法 その もの を改善 す ることに貢献 する ものであ る,と 規定 した。 そ して,彼 らは,こ の経 営意
思決 定の評価 とい うことを会 計の主 目的 に置 いた親 らしい会計理論 を規範論 として展開 しよ うと し
た。
彼 らは,自 か らが 目的 と定めた経 営意思決定評価 を期待 値 と実際値 との差異分析 とい う方法 によ
って行な'うことを提案 す る。 経営者 は企業 の行動 コー スの選択 に当 って,,将来 についての期待値 を
決 定す る。 この将来の期待 値は操業計 画の最初 に細 か く分析 され,予 算 とか6販 売 見積 りとか,標
準原価 とい った形 で示 され ることにな る。 そ して,こ うい つた期待値 と実際値 との差異 は,そ れ を
分析 す る ことによ って,統 制可能 な ものは事 象 を期待値 に近 づけ るよ うに し,統 制不能 な もの につ
いては操業計画 を改善 できるよ うに しょ うとい うのであ る。
彼 らは,彼 らが定 めた会 計 目的 に合 う利益概 念 を模 索 し,短 期的 な経営意思決定 のため には実現
可能利益 とい う利益概念 を,ま た,長 期的経 営意思決定 のためには経営利益 とい う利益概 念 を求 め
る。 さ らに,彼 らは利 益 を操業利益 か ら生ず る操業利益 と保有活動 か ら生 ず る保有利得 とに区分 し,
それ ぞれの活動 の評価 に役立 てよ うとす る。 そ して,こ れ らの利益 の認識基 準 と して,実 現可能保
有利得 については機会原価基準 お よび実現可 能主義 を採用 し,当 期操業利益 についてはカ レン ト売
価基準 お よび実現主義 を採用 すべ きであ るとす る。'
・しか し,彼 らは利益概念 につ いて,実 現可能利 益 よ りも経営利益 を選ん だ理 由について次の よ う
.にのべてい る。 「経 営利 益は実現 可能利益 よ りも,一 般 に認 め られた現行 の会計 の諸原則 に違背す
　
るところが少 ない とい う実際問題 に結 びついた利点 があ る……」 だが,彼 らの主 張の中心は会 計資'
料 を企業 の内部 目的 に役立 たせ ることにあ った はずである。 そのために,彼 らは従 来の会 計に と ら
わ れない新 ら しい会計 の創造 をめ ざ して会計 理論 を規範論的 に展開 しよ うとしていたはずであ る。
　
しか るに,彼 らは,「会計 資料は外部 の人 に役 立てて役 立 たな い ことはな い……」 と して外部利用
一一 一 工 ドワ・一一ズ ・ベ ル の情 報 会 計 論 一一71
者のために も会計 資料 を役 立て よ う・とす る6ま た,彼 らは,経 営意思決定 の評価 を会 計の第一 目的
であ ると しなが らも,公 正妥 当な課税標準 を算 定す ることを第二 目的 としてあげ,第 二 目的 を も充
分 に意識 しよ うとす る。 そのた めで あろ う。彼 らは,経 営意 思決定 のために役 立つ利 益概 念 を模 索
す る'に当 って も,ま た,.求めた利 益認識原則 に して も,一 般 に認 め られてい る現 行 の会 計の慣行か
　
ら大 き く逸脱 しよ うとは していな い。 そのため,彼 らの主 張に よ って作成 され る会計 資料 は 「・・…・
歴 史的原価 資料 を補 足す るための期末調整 を行 な う……」 ことに よ って求 め られ る程度 の ものにな
ってい る。・この こ'とは彼 らがは じめ に主 張 した 「……個 々の価 格変動が生 ずるつ と記録 し,相 互に
ゆ
関連 づけ ることのでき る……」会 計体系 か ら大 はばに後 退す ることにな って しまってい る。
彼 らは,r要約 と結論』 において,彼 らが求 めた利益概念 お よび利益 認識 基準は現行 の会計 を大
　
は ばに変 える ものでは ない として次の よ うにの べてい る。
(1)(われわれが提案 した)・この技法 は現在作成 されて いる勘定 に期末修正 を行 な うだけで ある。
新 たに記録 は行なわな い。
(2)採用 す る諸技法は,現 行 の会計方法 を根 本的 に変更す る.ものではない し,伝 統的な財務諸表
に必要な資料 を破壊 す る ものではない。記 録 は歴史的原価 に よって行 ない,そ して,期 末 にわ
ずかの勘定 をカ レン ト原価 によ って修正 す るだけであ る。
(3》修 正 しなければな らない程 度 については,相 当の弾 力性 があ る。 ……カ レン ト原価 が歴史的
原価 か ら相 当かけ離 れて しまう可能 性があ る項 目は棚卸資産 と固定 資産 であ る。 これ ら三つの
資産 についての修 軍だ けであ って も,(そうしない よ り)実 陳的 な会計 への一大 前進 とな るで
あろ う。
(4)できるか ぎ り多 くの情報 を提供 す るとい うこ とである。 ∴…利 用者 が,特 定 の意 思決定あた
めに重 要な資料 を選 択す ることが でき るよ うに,期 末修 正方法 によ って情報 を収集 す る。現行
の会計 資料 が提供 す る もの をすべて提供 し,さ らにそれ以上 に資料 を追加的 に提供 す る。
すなわ ち,.彼らは,自 か らが主張 す る 「カ レン ト原価資料 は,会 計 の記録 か ら歴 史的原価 資料 を
除去 しよ うとい うものではな く,カ レン ト原価価値 に基 づいて期末 の調 整が行なわ れるだけであ る。
最終的 な財務諸表 においては両 者がい っし ょに報 告 され るのであ って,失 なわ れる ものは何 もな い,





にあ ったはずであ る。 その うえ,彼 らは,彼 ら自身が副 次的 ・第 二次的 目的 である とみる外部利用
者へ の資料提供お よび課税利益 の算定 のために も会 計資料 を役立 たせよ うとい うので ある6た だ,
このた鵜 働 の求める酬 は謙 ら自身のヤ・うように,「顧 的瓢 酬 を擬 すを…鱈 も
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め に終 って しまって'い・る。・このばあい,歴 史的原価 資料は彼 らのい う第ご 次的 目的 に役 立 つ もので
あ る。 しか し,本 来,彼 らが求め る会 計資料 は彼 らが第 一一t目的 と考 える経営意思決定 の評価 のた め
の ものであ6た は ずであ る。 しか る・に,第:一・目的のた めに求めた資料 が第二 目的の ために作成 され
た歴史的原価 資料 め補 足的資料 であ るゴ.'とい うのは どうい うこと.であ ろ うか。'第一 目的 のた めに役
立て られ る資 料 が第二 目的 めた めめ補足資料 であ るゴ とい う矛盾 を引 きお こ してい る ことにな るで
あろ う・。 ・:・…'."・. .・…. ..・・".
彼 らが会 計資料 の第一 目的 を経 営意 思決定の評価 であ ると見 るな らば,.他の 目的 のた めの会計 資
料 とは異な りた も・のが求 め られなければな らな いは ずであ る6し か しp・そ・れ に もかか わ らず,彼 ら
は,自 か らめ提唱 す る会計 は現行 の会計 を,ま,つた.〈変 えて しまうものではな く.,-現行 の会 計 にお い
て提供 されてい る歴 史的原価資料 を補 足す 為資料 を収集 する も.のであ るとす る。 これ は彼 らが まず
反対 の少 ない方法 でカ レ'ン.ト原価資料 を会計 に導入 す る.ことをね らったこ とに原 因があ るのか もし
れない。 しか し,こ の よ うな提案 は ま った く妥協 の域 を出ていな い もの と言 えるのであ ろ う。.
彼 らの提案 は新 ら・しい会計 の創 造に あ ったは ずで あ りt..何ら現行 の会計 システ4 .にと らわ れ る必
要は ないであろ う。 仮 に,・現行 の システ ムに と・らわ れる のだ どす る.ならば,..彼らは何 のた めに新 ら
しい会計理論 を展 開 しよ うと した のかわか らな・くな って しまうであろ う.。・ただ,彼 らの主 張は比較
的欄 の照 会輪 であ・り,.まず,「必要腰 更は実徊 能かどう淵 ・ということが櫨 され,浸
の 提 案 が 現 在 行 な わ れ て い る会 計 に 多 少 な'り と.も引 き も ど さ れ'る結 果 と な って し.まφ,たの で あ ろ う。
注(i)Edg・r「'O・Ed・il・・d・&Philip'W・B・11rTh・Th…y・ndMea・ti・eni・nt。fBti、i。。S・r。6。鵬 ・96・」




(6)青 木 茂 男 管[理 会 計 論 」pp.260-262参 照 。
⑥N・M・ ベ トフ ォー ドもエ ドワー ズ?ベ ル と同 じように・実際値 を期待値 との比較 によって経営重恩決定
:
の評繊 行 纏 うζす る・'しかL・ ペ トフ・一 ドとエ ド・一ズ ・ベルの主輪 異な 碇 お り,儲 る主張
が プランニ ング ・アン層ド・コ ン トロ岡ルをあざ してい るのに対 して,ベ トフ矛〕 ドの主張は 「事前の.『利
益』 と事律 の 『利益』 とを堵較す ることによ って経 営者 の経営効 率ρよ しあ しを評価 しよ う零 す る・…・づ .
(.No「topM,Bedf・・d「1・9・m・D・t・mir・・iρ・Tb…y・ ・965.」.P…}もOPZ・あ る。
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